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法科大学院の現状と課題
永　井　拓　臣＊
研究の目的
　わが国における初めての大学教育による法曹養
成として注目された法科大学院は，司法試験合格
率の低下や司法試験予備試験受験者の増加などで
志願者数・入学者数が大きく減少し，募集停止も
相次いでいる．大学院が抱える主な問題には，大
学法学部との関係，専門職大学院としてのあり方
及び法科大学院の教員の養成も含めた法学研究者
養成など，これまで棚上げにされてきたものもあ
り，司法制度改革とともに大学教育・高等教育改
革の視点からも十分な議論・検討が求められてい
る．その一方で，理論と実務の架橋を目指した法
科大学院教育では，研究者教員と実務家教員の連
携により，法学教育の内容・方法の改善や，新し
い社会が求める法曹養成の取組みが続けられてい
る．わが国の法科大学院では，法曹養成のための
法学教育のあり方がたえず追求される一方で，高
額な学費のために経済的弱者の法曹への門戸が閉
ざされ，多様な法曹志望者の受け入れを困難にし
ている状況もあり，大量に育成された法曹が社会
の法的ニーズに応えきれていない現状も指摘され
ている．わが国の社会が必要とする法曹像を展望
し，法科大学院，司法試験及び司法修習のあり方
について，幅広い議論を深めるとともに，多様な
人材が学ぶことのできる法科大学院で育った法曹
有資格者が，社会において新たな役割を果たして
いけるよう，条件整備も含めた検討が必要とされ
よう．
Ⅰ．法科大学院の現状と課題
　法科大学院の設立は平成14年 8 月 5 日に中央教
育審議会において「司法試験という『点』のみに
よる選抜ではなく，法学教育，司法試験，司法研
修を有機的に連携させた『プロセス』としての法
曹養成制度を新たに整備し，その中核をなすもの
として法科大学院を設けるべきことを宣言した1）．」
とされている．その目的として，「法科大学院は，
司法が21世紀のわが国社会において期待される役
割を十全に果たすため人的基盤を確立することを
目的とし，司法試験，司法修習と連携した基幹的
な高度専門教育機関とする．」としていた．教育理
念として，「法曹に必要とされる専門的資質・能力
の習得，人間性の向上，創造的な思考力，法的分
析能力や法的議論能力用の養成，先端的な法域領
域の理解や社会問題の関心や責任感や倫理観の養
成や社会への貢献」を掲げている．
　しかし，その理念とは別に現在の法科大学院は，
定員割れや合格率の低迷，学生募集停止校の増加
などの問題を掲げていた．
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Ⅱ．先 行 研 究
　先行研究として木下（2013）一橋大学法科大学
院の松本（2013），慶應義塾大学法科大学院の平良
木（2013），静岡大学法科大学院の古口（2014）の
論文を取り上げた．実際に法科大学院での指導し
た経験から執筆された論文であり，これからの法
科大学院の在り方などが記載されていた．
Ⅲ．大学改革と法科大学院
　2003年大学改革の一環として学校教育法が改正
され「専門職大学院」の制度が発足された，当時
の学校教育法第60条2）は「大学院は，学術の理論
及び応用を教授研究し，その深奥を究めて，文化
の進展に寄与することを目的とする」と規定して
いた．改正後，この規定は，「大学院は学術の理論
及び応用を教授研究し，その深奥をきわめ，又は
高度の専門性が求められる職業を担うための深い
学識及び卓越した能力を培い，文化の進展に寄与
することを目的とする」と改められ，さらに第 2
項として「大学院のうち，学術の理論及び応用を
教授研究し，高度の専門性が求められる職業を担
うための深い学識及び卓越した能力を培うことを
目的とするものは，専門職大学院とする」という
規定が加えられた．
Ⅳ．司法制度改革と法科大学院
　平成13年 6 月に内閣へ提出された司法制度改革
審議会意見には，司法試験という「点」のみによ
る選抜ではなく，法学教育，司法試験，司法修習
を有機的に連携させた「プロセス」としての法曹
養成制度を新たに整備し，その中核を成すものとし
て法科大学院を設けるべきことを宣言し，政府にお
いても，同月，この審議会意見を最大限尊重して
司法制度改革に取り組む旨が閣議決定された3）．
　司法制度改革の主な柱として期待されていたの
はこの三つである．
①　 国民の期待に応える司法制度（制度的基盤
の整備）
②　 司法制度を支える法曹の在り方（人的基盤
の拡充）
③　国民的基盤の確立（国民の司法参加） 
（意見書4）p.9）．
　法科大学院制度は，②の司法制度を支える法曹
の在り方をもとにしている．
Ⅴ．当初の目論見が外れた理由
　法科大学院が現在，学生等から信頼されていな
い理由として以下の事をあげる．
　法曹人口を平成30年までに 5万人にしようとし
ていたこと．
　司法試験合格者を年間3000人が合格できるよう
に構想していたこと．
　法科大学院修了者の 7～ 8割が合格できる試験
だと構想していた．
　大学側の主張と法曹側（弁護士側）の主張が違
っていること．
　「点」ではなく「プロセス」を重視できなかった
こと．
　これらの事を前章であげた理由から考察をした．
1） 法科大学院の設置基準等について（答申）：文
部科学省　文部科学省ホームページ http://
ww.mext.go.jp/b_menu/shingi/chukyo/
chukyo 0 /toushin/02083.htm
2 ） 現在では，学校教育法第99条に該当する．
3） 法科大学院の設置基準等について（答申）よ
り抜粋．
4） 司法制度改革―司法制度改革審議会意見書．
